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1. 研究背景と目的 

2011 年の東北地方太平洋沖地震による津波は，沿岸

部の広範な地域において家屋や海岸林等に甚大な被害

をもたらした．海岸堤防の限界と津波災害を受け，国土

交通省は数百年から千年に 1 度の頻度で発生するその

地点で想定される最大規模の津波をレベル 2 津波と設

定し，レベル 2 津波に対しては，減災を目標とした多重

防御という考え方が推進されるようになった． 

北海道地方では，2011 年の津波災害を機に海岸防災

対策の見直しがなされ，白糠郡白糠町において既存の

海岸林の背後に，堀，堤防を用いた多重防御構造が津波

シミュレーションによって有効とされ 1) 2)，構造物も構

築された．また、海岸林の前側を利用する多重防御構造

も提案されている 2)．樹林帯周辺の土地利用状況が異な

る他地点にも拡張して行くためには、様々な多重防御

構造に対し，減勢効果を様々な津波条件，樹林帯条件に

おいて，定量的にその効果を評価し、設計論として高め

ていくことが求められている． 

多重防御に関する研究として，堤防と樹林帯 3)，堤防

と杭群 4)，二重堤防構造 5)，など多重防御の研究が行わ

れている．しかし，様々な組合せの中で，反射効果の増

大や跳水現象の有効活用などの物理現象についての研

究が不足しており，津波減勢効果の一般化にむけて系

統的な実験が必要である． 

そこで本研究では海岸樹林帯前後に多重防御を作成

できるスペースが有る場合を想定し，樹林帯と堀，堤防

を組み合わせた多重防御構造の水理模型実験の中で，

どの多重防御構造が津波減勢に最も効果的なのかを明

らかにする． 

 

2. 研究方法 

空圧式造波ゲートの急開により段波を発生させるこ

とが可能な全長 18 m，幅 0.4 mの水路（図-1）を実験に

使用した．水路内にはゲートから 4.5 m-5.05mの位置に

1:10 のぼり勾配のスロープと，スロープから下流側は

水平となるような実験床を設置した． 

実験模型として，木製の円柱から作成された樹林帯

模型と，木製の堀模型，木製の堤防模型を使用した．参

考となる仙台平野の樹林帯は樹木直径が 0.2 ~ 0.3 m，樹

木密度は 0.20 本/m2 である．これを参考に樹林帯模型

は，杭直径(D)を 4 mm，杭高さを 18 cm，樹林帯幅を 40 

cm，樹木中心軸間距離を 2.3cm として，正三角形千鳥

配列で配置した．樹林帯密度は 0.22 本/cm2である．こ

の形状で，流下方向に 40 列の樹林帯模型を配置した．

堀模型は幅 0.4 m，堀深さ 5.3 cm，法面勾配を 1.6割勾

配とし，堤防模型は幅 0.4 m，堤防高 6.2 cm，天端長さ

4 cm，のり面勾配を 2 割勾配とした．また堀模型と堤防

模型の断面積は，同程度となる条件で検討を行った．こ

れは実際の工事において運搬費が発生しないため導入

が容易となるからである． 

(1) 水理模型実験ケースについて 

樹林帯，堀，堤防を用いた多重防御構造の津波減勢に

対する有効性を検討するため，堤防模型及び堀模型の

図-1 実験概要（数値はゲートからの距離(cm)） 
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有無等を変化させて，実験を行った．各実験ケースの命

名規則として，N：Non（模型なし)，V：Vegetation（樹

林帯），E：Embankment（堤防），M：Moat（堀）とし，

ゲートから流下方向にかけて配置されている模型順に

ケース名を定義した（図-1 にケース名を明記してある）． 

入力波条件は，ゲート下流側静水深 Hs：5.5 cm，タン

ク水深 Ht：15, 20, 25cmの 3 ケースである．なお，すべ

ての実験を最低 3回行い，計測値の平均値を算出した．

ここで，タンク水深 Ht : 15, 20, 25 cm について，Case 

NNN において測定点 G2 で観測された最大水位 HG2-max

の平均値から固定床高さ 5.5 cm を差し引き，堤防高

ZE(=6.2 cm)で除した値を波高堤防高比 H’と定義した． 

(式(1) ) 

              Z

H
H

E

MaxG 5.5
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     (1) 

タンク水深 Htが 15, 20, 25cmのとき波高堤防高比 H’

はそれぞれ 0.81, 1.23, 1.58となった．実験ケースによっ

ては堤防が無い場合があるが，同じタンク水深につい

ては，同じ波高堤防高比を使用し，比較を行った． 

(2) 計測内容 

津波減勢効果を検討するため，津波反射・遅延効果の

影響，実験模型通過後の流量，流体力指標 u2h（u:断面

平均流速，h:浸水深），流体力により働く転倒モーメン

トの指標（以後、モーメント指標）u2h2を比較した．堤

内地側への流量，流体力指標，モーメント指標は，各ケ

ース 3回の実験をもとに，平均値を算出した． 

a) 反射波・津波遅延効果 

各実験ケースにおける反射波は，ゲートから 400 cm

下流側の G1 地点に容量式波高計（東京計測株式会社 

HAT-106（本体部），HAT-30（検出部））を設置し，G1

に津波到達後の水位時系列データにより把握した．ま

た，津波遅延効果を評価するため，ゲートから 693 cm

の G3 地点における水位時系列データを測定した．

 

b) 堤内地側への流入量 

各実験ケースにおける堤内地側へ流入した流量を測

定するため，第一波で堤防を越流または樹林帯を越え

た流体を堤内地側（陸側）で貯留した，貯留部の水位は

ポイントゲージで計測し，あらかじめ作成した水位-貯

留体積曲線より，貯留部に流入した体積量（以下，越流

量）を算出した．第一波が各実験ケースの最後尾の模型

を通過した後に，水路端からの反射波が再び模型を通

過しないよう，第一波が通過後に汀線上で流れを遮断

した．実験模型設置に伴う堤内地側への流入量の減少

率⊿Q [%]は，以下の式(2)から算出される． 

100[%] 
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ここに，実験模型を設置しない Case NNN の流入量を

QNNN ，実験模型を設置した場合(Case NNV, ENV, EMV, 

MEV)の流入量を Q と定義している．Case NNN と各実

験ケースの差をとっているため，⊿Q [%]の大きい方が

流入量減少効果は大きいということを示している． 

c) 流体力・モーメント指標 

家屋破壊の評価には流体力指標とモーメント指標の

2 つを考慮する必要性が指摘されている 3)．そこで，各

実験ケースにおいて内陸部の家屋破壊への影響を検討

するため，ゲートから 693 cm の G3 地点における水位 

(h) を測定した．また，測定装置の都合上，流速と水位

を同時に計測することが難しかったため，G3地点から

3 cm 上流側の地点（事前検討により優位な差がない地

点）に設置されたレーザードップラー流速計

（KANOMAX SmartLDVII）により流速 (u)を測定した．

これらにより，流体力指標 (u2h)，モーメント指標 (u2h2) 

の最大値を算出した． 

実験模型設置に伴う堤内地側への流体力指標，モー

メント指標の減少率（それぞれ，RFI (Reduction rate of 

Fluid force Index)，RMI(Reduction rate of Moment Index)と

する）を以下の式(3)，(4)から算出し，比較した． 
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ここに，実験模型を何も設置しない Case NNNの流体力

指標を(u2h)NNN，モーメント指標を(u2h2)NNNとし，実験模

図-2 測定点 G1での水位の時間変化 

Ⅱ-30 第45回土木学会関東支部技術研究発表会



型を設置した場合(Case NNV, ENV, EMV, MEV)の流体力

指標，モーメント指標をそれぞれ u2h, u2h2とした．Case 

NNN と各実験ケースの差をとっているため，RFI, RMI 

[%]が大きい方が流体力指標，モーメント指標の減少効

果は大きい． 

 

3. 結果と考察 

図-2 に H’=1.58 のときの G1 での水位の時系列を示

す．Case EVVと EVMは海側の堤防反射により水位が急

激に高くなっており，あまり差が見られない．Case MVE

は堤防より海側に堀と樹林帯が存在するため，それら

の反射により 1~3秒間で 2段階の水位上昇（前半は MV

の反射、後半は Eもあわせた反射）が確認された． 

図-3 に Case NNN に対する各ケースの流量減少率を

示す．抽水状態の樹林帯における樹木抵抗は，それぞれ

の津波規模に対する割合ではたらき，それに伴って反

射量も変わる．そのため，Case NVN では，波高堤防高

比が大きくなると⊿Q は減少傾向にあるものの，その

差は小さい．また，堤防がゲートに最も近い位置にある

Case EVV と EVM は，図-2 において反射波に大きな差

がないことから，越流量に関してもほとんど差がなか

った．一方で堤防が汀線から最も遠い所にある Case 

MVE では，堤防より海側での堀と樹林帯による反射と

堤防による複合的かつ時間をかけた反射によって，沖

方向への透過量が減少し，津波の規模が Case EVV，EVM

と比較すると小さく，越流量が大きく減少した． 

G3 地点での水位時系列を図-4 に示す．Case NNN は

G1 に津波が来てから 1.90s後に G3 に到達した．これに

対し，Case NVN, MVE, EVV, EVM の到達時刻はそれぞれ

2.80s, 3.15s, 3.45s, 3.30s となり，最も遅延効果があるの

は Case EVV であった．すなわち，堀と堤防を組み合わ

せて堤防より海側で跳水を発生させた場合の遅延効果

よりも，実験範囲では、堤防越流後の樹木抵抗によって

流速を低減させる遅延効果の方が大きい値を示した． 

G3 地点の水位は大きい順に，Case NNN, NVN, EVM, 

EVV, MVE となった．Case EVV では，堤防を越流した流

れは射流で流下方向に流れ，背後の樹林帯前面で堰上

げられた後，樹林帯最背後にかけて一定勾配で水面が

下がる．その間，樹木抵抗を受けながら G3 に流れる．

G3 到達時のフルード数は 1 未満であることから Case 

EVV では，樹林前では射流であったものが、樹木抵抗に

よって流速が低減し，射流から常流に変化する際に弱

跳水が発生し，G3 での水位が大きくなったといえる．

また，Case EVM では樹林帯と堀の間の距離が影響して

いると考えられる．樹林帯模型と堀模型の間の距離が

少し離れているため，水面勾配がついた状態の水流が

堀内の海側法面と底面を滑るように流れ，陸側の堀法

面に沿って斜方投射されるように勢いよく流れ出てい

く．そのため，後方の水位測定点では大きくなった．一

方，Case MVEは堤防越流後，流下方向に射流で流れる

ため，流速は大きいが水深は小さくなった． 

図-5(a), (b)に Case NNNに対する各ケースの流体力指

標減少率とモーメント指標率を示す．H’=0.81 の場合，

水深が LDV の測定に必要な水深に達しなかったため，

同図にプロットしていない．流体力指標は水深よりも

流速が大きく影響する．Case MVE は最も陸側に堤防が

あり，越流すると射流で流れるため流速が大きく，流体

力指標も大きくなった．一方，Case EVV，EVMは堤防

を越流するが，樹林帯による抵抗によって流速が比較

的小さくなるため，結果として流体力指標も小さくな

った．Case EVVと EVMの間にも違いが見られた．本実

験では Case EVM において，堀が水位を上昇させてしま

っている可能性が大きい．水位が低く，樹林帯抵抗を増

やした Case EVV の方が EVM よりも小さな流体力指標

を示した．つまり，堀を設置するよりも樹林帯列数を延

図-3 Case NNN に対する各ケースの越流量減少率 

 

図-4 測定点 G3での水位の時間変化 
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ばし，樹木抵抗を増やす方が流体力指標を抑えるには

効果的であった．ただし，実現象では，樹林帯は沈水状

態になる場合もあるため，樹木抵抗が減り，流体力指標

が大きくなることが予想される．一般的に論ずるには，

樹林帯が沈水状態になるケースも実施する必要がある． 

モーメント指標は流速と水深が同程度で影響するた

め， Case MVE と Case EVM で逆転している．Case MVE

は堤防前面に堀と樹林帯があるため，それらの反射に

より堤防を越流する量をある程度減少させている．つ

まり，Case EVVや EVM と比べると比較的規模が小さい

津波が越流したと考えられる．そうなれば，越流後の流

速も増加はするものの，ある程度の増大は抑えられる．

水位に関しても比較的小さく抑えられるため，Case 

EVM よりも RMIが高くなったと考えられる． 

以上より，海岸部において海岸樹林帯の前後のスペ

ースを活用した場合における，津波減災に資する多重

防御構造については，越流量を減少させ浸水範囲を減

らすのに適した Case MVE，到達遅延効果を大きくし，

かつ流体力を減少させるのに適した Case EVVがあるこ

とが明らかとなった．目的に応じた使い分けの必要性

が示唆された． 

 

4. 結論 

本実験によって得られた結論を以下に記す． 

(1) 堤防前面での反射を増やす Case MVE，つまり汀線

から陸側に堀，樹林帯，堤防という順番の多重防御

構造にした場合が最も越流量を減少させる． 

(2) 樹木抵抗による流速低減効果が最も良く，汀線から

陸側に堤防，樹林帯，樹林帯という多重防御構造

（Case EVV）が最も遅延効果を発揮する． 

(3) 流速を低減させる，かつ，水位も比較的小さく抑え

ることができる Case EVVが最も流体力指標・モー

メント指標を減少させる． 

本実験において樹林帯は常に抽水状態であり，樹木

抵抗が大きめに評価されていると考えられるため，今

後は樹林帯が沈水状態での実験も必要である． 
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図-5 Case NNN に対する各ケースの(a)流体力指標

減少率，(b)モーメント指標減少率 
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